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はじめに 

 

 福知山市教育委員会では、義務教育の機会均等、教育水準の維持・向上を図

り、子どもたちが「生きる力」をはぐくむことができる学校教育を保障するた

め、平成 23年 6月、福知山市立学校教育改革推進プログラムを策定し、教育

内容の充実と市立学校の再編についての考え方を市民の皆様に提案してまい

りました。 

社会の急速な変化や少子化が進む中で、今ある教育課題を検討するため、平

成 20年 2月、福知山市学校教育審議会を設置し、「今後の福知山市学校教育の

あり方に関すること」並びに「市立学校の適正規模及び適正配置のあり方に関

すること」について諮問しました。延べ 18回にわたる審議を行い、「本市の少

子化の進行等の状況から学校規模及び配置の適正化は避けることのできない

問題であり、将来を見据えた適切な対応が必要である。」との答申を受け、本

市教育委員会が策定したものが、この市立学校教育改革推進プログラムです。 

 このたび、市審議会の視点を尊重して策定された本プログラムの「基本方針」

を引き継ぎ、平成 23年度から平成 27年度までの「前期計画」を検証し、未来

を生きる子どもたちのよりよい教育環境を整備するため、平成 27年 1月にお

よそ 60年ぶりに文部科学省より示された「公立小学校・中学校の適正規模・

適正配置等に関する手引」も参酌した上で、平成 28年度から平成 32年度まで

の今後 5年間に進める「後期計画」を新たに市民の皆様にお示しし、ご理解と

ご協力を得ながら実現をめざします。 

福知山市教育委員会 
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第１ 学校教育を取り巻く状況 

 

１ 学校教育制度の動向 

 
  教育を取り巻く環境の大きな変化と子どもや家庭、地域の状況に散見される教育に関

する多くの課題が指摘される中、平成 18年 12月、教育基本法が 60年ぶりに改正され、

今後の教育のあるべき姿や新しい教育の理念が示されました。また、教育基本法の改正

を受け、平成 19年には教育三法の改正、平成 20年には、新しい学習指導要領が告示さ

れるとともに、改正教育基本法に基づく教育振興基本計画が策定されました。 

  改正学校教育法では、教育基本法の新たな理念を踏まえ、義務教育の目的や目標を見

直し、基礎的・基本的な知識・技能の習得やそれを活用した思考力・判断力・表現力、

学習意欲を学力の重要な要素と明示しています。 

  また、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正では、教育委員会の責任体制

の明確化や体制の充実等について示されました。後に同法の一部を改正する法律が平成

27 年 4 月に施行され、新たな教育委員会制度のもと首長が主宰する総合教育会議にお

いて教育行政に関する大綱を定めるなどの協議・調整を行うこととしています。 

  さらに、教育職員免許法及び教育公務員特例法の改正では、教員免許更新制の導入や

指導が不適切な教員の人事管理の厳格化など、教員の資質能力の保持や教育水準の維持、

教育への信頼性の向上を図る観点で見直しが図られました。 

  改正教育基本法と改正学校教育法の規定を踏まえ、新しい学習指導要領の改訂では、

小・中学校及び高等学校において教育内容に関する主な改善事項として、国語科をはじ

めとする各教科等での言語活動の充実、理数教育の充実、道徳教育の充実、小学校 5・

6年生で外国語活動を導入するといった外国語教育の充実などが示されました。 

  教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、施策の基本的な方針

等について政府が定めた教育振興基本計画は、平成 20 年度からの 5 年間を第 1 期、平

成 25年度から平成 29年度までの 5年間を第 2期として、「義務教育修了までにすべて

の子どもに自立して社会で生きていく基礎を育てる」「社会を支え、発展させるととも

に、国際社会をリードする人材を育てる」という２つの目標を掲げています。この計画

を受け、地方公共団体では地域の実情に応じた教育の振興のための施策に関する基本的

な計画を定めることが努力義務とされ、京都府でも平成 23年度から 10年間を通じた京

都府の教育の基本理念を掲げた京都府教育振興プランを策定しています。 

  近年の学校教育を取り巻く課題は、「いじめ防止対策推進法」の施行によるいじめの

未然防止や根絶に向けた取組、不登校の未然防止や解消、子ども・子育て支援法の制定、

子どもの貧困化対策、特別支援教育の推進、食育の推進、平成 30 年度からの「特別の

教科 道徳」としての位置付け、小１プロブレム＊や中１ギャップ＊の問題、平成 27年

1 月に通知されたおよそ 60 年ぶりの見直しとなる学校再編に関わる指針「公立小・中

学校の適正規模・適正配置等に関する手引」の策定、学校教育法の一部改正による平成

28年度から施行される小中一貫教育を行う新たな学校の種類「義務教育学校＊」の制度

化など、時代の流れとともに多岐にわたってきています。 

＊＝巻末に用語解説あり 
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２ 福知山市の現状と社会状況 

 

平成 26年版福知山市統計書によると、本市の人口の推移は、平成 18年の市町村合併

により 81,000 人を超える人口から年々減少をたどり、平成 26 年には、79,000 人（平

成 22年の国勢調査を基礎とした推計人口）を割り込むまで減少しています。 

また、本市の平成 20 年以降の年毎の出生数は 700～800 人台を推移しており、15 歳

未満の人口とその割合は、平成 2年は、約 12,800 人で全体の 19.2％でしたが、平成 22

年では、約 11,300 人で市全体の人口に占める割合は 14.2％にまで減少しています。一

方、65 歳以上の人口とその割合は、平成 2 年は、1 万人弱で 14.9％でしたが、平成 22

年には、2万人を超え市全体の人口に占める割合は 26.3％まで増加しています。このこ

とから福知山市でも人口の減少と少子高齢化の問題は、急速に進んでいるといえます。

特に市の周辺部では、少子高齢化と過疎化に伴って学校の小規模化が進み、複式学級の

設置を余儀なくされている小学校があります。【資料１】 

社会に目を向けると、情報技術は、ＩＴ（情報技術）からＩＣＴ（情報通信技術）へ

と変化し、一方から一方へ情報を伝えるだけでなく、他方向の情報受発信するための技

術へと進化してきています。パソコンや携帯電話・スマートフォンなどの普及によりイ

ンターネットの活用による情報化は急速に進展し、個人が正しい情報を見極めることな

ど、一人一人の情報モラルのあり方が問われています。子どもたちの生活においても例

外ではなく、ＳＮＳなどによる有害情報の氾濫やネットいじめなど様々な問題が懸念さ

れています。また、メールやチャットなどのコミュニケーションツールの広がりは利便

性があるものの、会話によって人とつながる機会が奪われ、人間関係の希薄化や言葉の

力の育成などにも影響を及ぼしています。 

また、子どもの貧困化も大きな問題となっています。親の収入の格差によって、貧困

家庭の子どもたちは学びたくても学べない状況となり、さらに貧困は、子どもの学ぶ意

欲を低下させることにもつながりかねず、教育の機会均等の面からも重大な課題となっ

ています。 

このような少子高齢化、高度情報化、経済状況の悪化など、社会状況や家庭状況が大

きく変化する中、公教育においてすべての子どもたちに、基礎基本となる学力の定着や

学ぶ意欲の向上、時代の変化に適応した教育を推進し、一人一人の子どもたちがもつ可

能性を広げ、夢を実現できる力を育てることが重要です。また、様々な体験を通して周

りの人々とつながり、自尊感情を高め、コミュニケーション能力を育成することも求め

られています。 
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３ 本市の子どもたちの状況 

 

平成 27 年度 4 月に実施した「全国学力・学習状況調査（小学 6 年生・中学 3 年生で

国語・算数（数学）・理科を実施）」等をもとに、本市の子どもたちの現状についてまと

めると、学力面では、小学６年生においては、どの教科でも全国平均を上回っています

が、中学３年生においては、国語は全国平均を上回っているものの、数学と理科は全国

を下回っています。小・中学生のいずれも、全国的な傾向と同様、知識・技能等を実生

活の様々な場面に活用する能力にやや課題が見られます。 

学校での学習については、「国語、算数・数学、理科、読書が好きか」という設問に

対しては、「当てはまる」と答えた割合が、小学生では「国語・読書」で全国よりやや

低く、中学生では、「国語・数学・理科」で全国より低くなっており、学習に対する意

欲の低下が懸念されます。また、授業の中で、「話し合い活動を通じて、自分の考えを

深めたり、広げたりすることができているか」については、小・中学生ともに「そう思

う」と答えた割合が全国よりも高く、思考力・判断力・表現力を高めようとする授業改

善が進んでいるととらえることができます。 

家庭での生活習慣では、「家や図書館で読書をしている時間」では、普段 30分以上読

書をしていると答えた割合が、小・中学生ともに全国に比べて低く、「家庭での学習時

間」では、普段 1時間以上学習していると答えた割合が、小学生では全国よりやや上回

っているものの、中学生では下回っています。また、中学 3年生で、スマートフォンや

携帯電話を持っている生徒の割合は全国平均よりやや低く、通話やメール、インターネ

ットを 1日あたり１時間以上すると答えた生徒の割合は、全国平均よりやや高いという

結果となりました。 

子どもたちの意識の面では、「ものごとを最後までやりとげ、うれしかったことがあ

る」といった自己実現について中学生でやや下回り、また「自分にはよいところがある」

といった自尊感情については「当てはまる」と答えた割合が、小・中学生ともに全国よ

りも高くなっています。また、「人の役に立つ人になりたい」という他者貢献について

も、「当てはまる」と答えた割合が小学生では全国より高く、中学生でやや低くなって

います。【資料２】 

次に本市の貧困率の状況は、小・中学校では、平成 26 年 5 月 1 日現在で要保護世帯

と準要保護世帯をあわせた保護世帯率は、21％となっており、５世帯のうち１世帯は援

助家庭ということになり、子どもの貧困化が懸念される状況です。国レベルでは平成 26

年度の子どもの貧困率は 16％を超え、子どもの６人に１人が平均的な所得の半分を下回

る額の世帯で暮らしていることになります。とりわけ、ひとり親世帯の貧困率は 55％に

ものぼり、極めて厳しい結果となっています。 

全国的な子どもたちの心と体の発達の面に目を向けると、まず、体の面では、文科省

の学校衛生統計及び文部科学省の学校保健統計調査によると、身長や体重の平均値で、

学校衛生統計が始まった昭和23年度の男女の平均値と平成26年度の男女の平均値を比

較すると、およそ 2～3歳の身体的な発達の早期化が見られます。 

次に、心の面では、文部科学省の義務教育に関する意識調査（平成 17年）によると、

小学 5 年生と中学 1 年生において、「学校に通うのがとても楽しい」と答えた児童生徒

の割合が減少しています。また、文部科学省の児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問
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題に関する調査（平成 25 年）によると、暴力行為の加害児童生徒数、いじめの認知件

数及び不登校児童生徒数はいずれも中学 1年生段階で急増しています。【資料３】 

このように、本市の子どもたちにとって、学ぶ意欲や自尊感情は、はぐくまなければ

ならない課題であるといえます。さらに、いわゆる小学 4～5年生で迎える「10歳の壁」

や「中 1ギャップ＊」、調査から見えてくる子どもたちの心身発達の早期化、規範意識の

低下は、本市の子どもたちにとっても例外ではなく、子どもたちの身体的、精神的な発

達に応じた教育が必要であるといえます。 

 

４ 前期計画（平成 23年度～27年度の 5年間）の進捗状況 

 

平成 23 年 6 月に策定された福知山市立学校教育改革推進プログラムでは、子どもた

ちの成長にとって望ましい学校教育環境の実現を目指すために、「教育内容の充実」と

「市立学校の再編」の 2つの施策を車の両輪として推進するとしています。前期計画に

おける、「教育内容の充実」として掲げた 6 つの項目の主な取組と現状及び「市立学校

の再編」に関わる実施計画の進捗状況を以下のようにまとめました。 

 

（１） 「教育内容の充実」についての進捗状況 

 

教育基本法や学校教育法の改正により、教育の目的や目標が見直され、「基礎的・基

本的な知識・技能の習得」や「それを活用した思考力・判断力・表現力」、「学習意欲」

を学力の重要な３要素としました。全国的な傾向でもありますが、本市でも活用力につ

いての課題が見られ、学校では、その育成のための授業改善が進み、授業や指導形態が

工夫され、「学び方を学ぶ」といった、よりアクティブな学習に向かって教育環境が整

ってきています。 

また、本市では「保幼小中一貫・連携教育（シームレス学園構想）」を中核とした様々

な施策や取組により、「確かな学力・質の高い学力（知）」「豊かな心（徳）」「健やかな

体（体）」の調和のとれた育成を図り、社会の変化に対応できる「生きる力」を備えた

人材を育てることをめざしてきました。 

 

  ア 学力の充実・向上 

（主な取組） 

・ 保幼小中一貫・連携教育「シームレス学園構想」の導入によるまなびの連続性

をもたせた教育の工夫や中学校ブロックを単位とした合同行事や合同学習、乗り

入れ授業等の実施 

・ 「子どものための京都式少人数教育」を活用し、複数の教師が役割分担して授

業を行うティームティーチングやグループ分けして少ない人数で授業を行う少人

数授業、30人程度の学級編制を行う少人数学級編制など、きめ細かな指導の充実 

・ 全国や府の学力調査結果をもとにした授業改善や授業研究等による指導力の向

上 

・ 言語活動の充実による「ことばの力」の育成や読書活動の充実 
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（現状） 

本市の児童生徒の学力状況は、平成 27年度全国学力・学習状況調査の結果によ

ると、小学 6年生においては、国語、算数、理科とも全国平均を上回っています。

中学 3 年生においては、国語は全国平均を上回っていますが、数学と理科は全国

平均をやや下回っています。全国的な傾向でもありますが、特に、知識・技能等

を様々な場面に活用する力に課題があり、引き続き、授業改善等に取り組む必要

があります。（３ 本市の子どもたちの状況 参照） 

  「子どものための京都式少人数教育」については、少人数学級編制に取り組ん

でいるのは、小学校 8 校（19 学年）、中学校 1 校（1 学年）で、少人数指導を行

っているのは、小学校 6校、中学校 4校となっています。 

「シームレス学園構想」については、施設一体型小中一貫校の夜久野学園をは

じめとして、各中学校ブロックで特色ある小中一貫・連携教育の取組が進んでお

り、夜久野学園を除く全ての中学校に小中連携加配をおき、ブロック内の小学校

において外国語活動や算数科などで中学校の教師による乗り入れ授業が行われて

います。 

 

イ 心身ともに健やかな子どもの育成 

（主な取組） 

・ 「いじめ防止対策推進法」の成立を受け、本市いじめ防止基本方針、各校にお

けるいじめ防止基本方針に基づき、家庭・地域・学校・関係機関が連携のもと、

いじめの早期発見・早期対応といじめの根絶に向けた取組の推進 

・ スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、まなび・生活アドバイ

ザー、相談員の増員による教育相談体制の充実や要保護児童対策地域協議会との

連携等、不登校の解消に向けた取組の推進  

・ 平成 25年度からの市内公立小中学校での完全給食の実施や家庭や地域社会と連

携した食育の推進 

 

（現状） 

全中学校と 3 小学校へのスクールカウンセラーの配置や福知山市教育相談室へ

の臨床心理士 3 名の配置による教育相談体制の充実による心の安定基地つくりや

いじめ防止基本方針に基づく取組の推進をはかり、個々に応じた支援や組織的対

応に努めています。 

市内各校の調査によると、いじめの認知件数は、小中学校ともに減少の傾向に

あり、不登校の出現率は、小学校で若干の増加傾向にあるものの、中学校では減

少しています。今後も引き続き、いじめの根絶や不登校の解消のため早期発見・

早期対応による未然防止に取り組む必要があります。 

 

ウ 特別支援教育の推進 

（主な取組） 

・ 障害に対する理解と発達障害を含む障害のある幼児児童生徒への指導支援 

・ 就学前から就労に至るまでの一貫した特別支援教育の推進 
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（現状） 

各校において特別支援コーディネーターを任命し、有効活用を図っています。

また、特別支援教育総合推進事業グランドモデル地域指定により、就学前や思春

期におけるスクリーニング等を通した関係機関との連携や移行期支援シート等の

活用による校種間の連携強化や校・園内体制の充実を図っています。 

通級指導教室（幼児部 3 教室、小学校 7 教室、中学校 4 教室）の機能の充実を

図っています。 

 

エ 幼稚園教育の充実 

（主な取組） 

・ 平成 26年度から市立幼稚園再編計画による市内 3園体制・3年保育・3才児保

育の実施と新しい 3年保育の教育課程の編成 

・ 「アプローチカリキュラム」と「スタートカリキュラム」による幼稚園から小

学校への円滑な接続と連携の強化 

 

（現状） 

通園区域の制限を廃止し、平成 27年度より市立幼稚園３園体制（昭和・福知山・

成仁）に再編しました。3歳児 25名、4歳児 30名、5歳児 35名を定員（昭和は

4・5歳児 2学級）とし、複数年保育を実施しています。また、中学校ブロック内

の小・中学校と授業や行事等での交流をとおして連携を深めています。 

 

オ 学校教育環境の整備 

（主な取組） 

・ 学校施設の耐震改修やバリアフリーの整備、小中学校・幼稚園への空調設備の

設置 

・ 通学路の安全対策と見守り活動への支援 

 

（現状） 

平成 26 年度末での学校施設の耐震化率は、小学校 98.7％、中学校 97.3％、幼

稚園 100％。また、空調設備は、平成 25年から 5年間での設置完了を目指します。 

  安心安全メールでの情報発信や関係機関と連携した通学路における危険箇所の

点検を実施し、学校安全に対する取組を進めています。また、全ての市立小学校

区に地域見守り隊が編制され、日々の登下校等での見守り活動が展開されていま

す。 

 

カ 「教育のまち 福知山」の推進 

（主な取組） 

・ 家族のふれあいや絆を深め、市民総がかりで子どもたちの健全育成を目指すた

め、毎月 11日を「家族だんらんの日」とした取組の推進 

・ 放課後児童クラブの推進 

・ 学校運営や学校の課題に対して広く保護者や地域の方々が参画する仕組みとし

て、学校運営協議会制度を活用したコミュニティ・スクール＊の指定 
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（現状） 

あいさつ運動をはじめとして「家族だんらんの日」の啓発活動を進め、「毎月 11

日」の定着を図っています。また、平成 28年度に全放課後児童クラブを 6年生ま

で受け入れを拡大する予定です。 

     学校運営協議会制度については、美河小学校を指定し、取り組んでいます。 

 

（２） 「市立学校の再編」についての進捗状況 

 

次に、「市立学校の再編」では、「保護者、地域住民の理解と協力を得て進めることが

大切なこと」「子どもたちの成長を考えるとできるだけ早い対応が必要なこと」から要

望のある地域の学校を早期に進めることを基本方針として、複式学級の解消（特に二つ

の複式学級が設置される学校が対象）を念頭におき、学校再編を進めてきました。 

前期計画からの市立学校の再編による学校統合の状況は、平成 25 年度に、精華小学

校・育英小学校・明正小学校の旧夜久野 3小学校を統合し、夜久野中学校との、本市で

初の施設一体型小中一貫校である夜久野学園（通称）が開校しました。夜久野学園は開

校以来、義務教育９年間を連続した期間としてとらえ、発達段階に応じた指導の工夫に

より、「進路」「学力」「生徒指導」の成果を上げ、福知山市のシームレス学園構想のパ

イロット校的な役割を担っています。 

また、平成 26 年度末をもって川合小学校が細見小学校と、三岳小学校が上川口小学

校と統合し、前期計画最終年度となる平成 27年度の学校数は、小学校で 22校、中学校

で９校となっています。いずれの学校再編も地元の要望を受け、保護者、地域住民の理

解と協力を得ながら、丁寧に協議を進め円滑な統合を図ってきました。 

前期計画では、市内小学校を 26校から 21校への再編を目途としていましたが、平成

26年度末で 22校への再編という状況となっています。 

 

前期計画（Ｈ23～Ｈ27の 5年間）における学校再編の状況 

学校名 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８～

精華小学校

育英小学校

明正小学校

夜久野中学校

川合小学校 細見小学校と統合

三岳小学校 上川口小学校と統合

小中一貫校
夜久野学園

開校
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５ 本市の教育目標とシームレス学園構想 

 

本市の教育は「人づくり」を基本としています。教育基本法の第一条「教育の目的」

と関連づけて設定された本市の教育目標を「自分のために（自己実現） 人のために（他

者貢献） 社会のために（社会貢献） 共に幸せを生きる人材の育成」と定めています。 

教育によって学んだことを、自分の幸せや夢の実現のため（自己実現）に活かすだけで

なく、人のため（他者貢献）に、社会のため（社会貢献）に活かそうとする志をもった

市民が育つまち、そんな市民を育てようとする気風のあるまちが、永年にわたって謳わ

れている「教育のまち福知山」です。 

また、本市の学校教育の重点施策として「保幼小中一貫・連携教育（シームレス学園

構想）」の推進を掲げています。これは、学校教育の課題（学力不振・不登校・いじめ

等）の解消・解決をするために、子どもがつまずきやすい、校種間の移行期や成長の節

目の段差をなだらかにし、円滑な接続を図ることをめざすものです。 

本市では、学習指導要領で示す小学校 6年間、中学校 3年間の教育・学習内容を一体

としてとらえることを基本に、「小中学校がブロックとして共通の目標（めざす子ども

像）をもつこと」「つけるべき力（評価・評定）の共有化が図られ、その実現に向けた

指導方法や評価方法の系統性が図られていること」「小中学校が協働・連携した実践を

進めていること」の 3要素がある教育を小中一貫・連携教育と定義し、また、施設一体

型で小中一貫・連携教育を行う学校を「小中一貫校」と考えています。 

シームレス学園構想は、幼稚園（保育所）から中学校までの一貫した指導により、「学

び」と「育ち」の土台をしっかり築き、学校が抱える学力・生徒指導上等の今日的課題

を克服し、未来に生きる力を育成するものです。 

子どもの発達や子どもを取り巻く環境（家庭・地域社会・学校（園）等とのつながり）

を意識し、 

○ 学びの連続性を大切にした教育の工夫 

○ 学校・教職員の連携強化による教育の工夫 

○ 社会総がかりで取り組む教育の工夫 

によって、「確かな学力・質の高い学力（知）」「豊かな心（徳）」「健やかな体（体）」の

調和のとれた育成を図り、生涯にわたる学習の基礎を培い、「生きる力」を備えた人間

の育成をめざしています。 

また、学校再編の方向の一つとして、平成 25 年度に開校した夜久野学園（通称）が

唯一の施設一体型小中一貫校となっていますが、平成 26 年度から国の教育課程特例校

制度を受け、全学年において英会話の学習を行ったり、地域との関わりを通してふるさ

とのことについて学ぶ地域連携、義務教育 6－3 制を 4－3－2 制といった指導の工夫を

行ったりしています。この夜久野学園の成果検証をもとに、平成 28 年度からの学校教

育法の一部改正による小中一貫校の制度化を受け、学校規模や地域的な要件が適してい

る地域において、施設一体型小中一貫校の設置を推進し、小中一貫教育を目的とした新

しい学校の種類である「義務教育学校＊」の設立をめざします。 
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第２ 教育内容の充実 【後期計画】 

 

１ 知・徳・体をはぐくむ「シームレス学園構想」の推進 

 

   本市の「シームレス学園構想（保幼小中一貫・連携教育）」では「つなぐ・つながる」

をキーワードとして、現代を生きる子どもたちの発達や課題、子どもたちを取り巻く環

境を意識し、「シームレス学園構想」による教育の工夫に取り組んでいます。 

   「シームレス学園構想」のねらいは、 

（１） 9年間の共通の目標を設定し、その実現を図ることと、確かな学力を基盤に豊か

な学習を創出することで、子どもたちの可能性（夢）を広げ高める。 

（２） 9年間を見通し（幼児期・学童期・思春期とその移行期を意識し）、子どもの発

達段階に応じた指導方法を貫くことで、学びへの意欲を高め、子どもたちを鍛える

とともに、社会性の育成を図る。 

（３） 異年齢の児童生徒や地域社会との合同事業等で、豊かな心の育成を図る。 

（４） 小中学校の教師が、互いに連携し、合同で事業等を進めること（小中一貫校では

1つの職員室で日常業務を遂行すること）で、シームレス（つなぎ目のない）な指

導を実践し、子どもたちの豊かな成長を創造する。 

として、義務教育の出口となる「進路実現」、一人一人に確かな学力を育成する「学力・

学習状況」、中 1ギャップ＊など不登校・いじめ・問題事象を解消する「生徒指導」の 3

点にこだわった教育を推進しています。 

「シームレス学園構想」の導入として、就学前を「学びの基礎期」、小学 1年生から 4

年生の 4年間を「基礎充実期」、小学 5年生から中学 1年生の 3年間を「展開期」、中学

2年生から中学 3年生の 2年間を「発展期」とし、義務教育 9年間の 6－3制を基盤と

した、４－３－２年の区切りを学びの工夫としてとらえ、以下のように具体的な「つな

ぐ・つながる」場面を重視した取組を進めています。 

 

 ○ 指導をつなぐ、指導がつながる。 

    発達段階を意識した学習指導・生徒指導・人権教育等、指導方法の工夫 

 ○ 学習内容をつなぐ、学習内容がつながる。 

    義務教育 9年間の一貫性を意識した学習内容・評価の示し方等の工夫 

 ○ 教職員をつなぐ、教職員がつながる。 

    校種間の連携強化を意識した研修や交流等の工夫 

 ○ 学校（園）をつなぐ、学校（園）がつながる。 

義務教育 9年間と、その前後の保育所・幼稚園・高等学校との連携強化を意識し

た取組等の工夫 

 ○ 家庭・地域社会・学校（園）をつなぐ、家庭・地域社会・学校（園）がつながる。 

企業や公的な機関等も含む地域社会や家庭との協働、社会総がかり・包み込まれ

ているという感覚を意識した取組等の工夫 
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このような「シームレス学園構想」における「つなぐ・つながる」取組をとおして、

社会の変化に対応できる「生きる力」を備えた、福知山市の教育目標に掲げる人材の育

成を図っています。【資料 4】 

 

２ 教育の推進 

 

   市学校教育審議会答申では、「教育内容の充実」と「学校の適正規模・適正配置のあ

り方」を提言しました。この二つの施策を車の両輪とし、推進する指針として学校教育

改革推進プログラムが策定されました。 

前期計画では、「知・徳・体」にかかわる教育の取組の充実について項目を挙げて示

しています。後期計画では、前期計画の取組の中間見直しを行い、さらなる本市教育の

充実のために「学校教育の重点」をもとにした施策の具体的な方向性を以下に示します。 

 

（１） 確かな学力を育てる教育の推進 

・ 保幼小中一貫・連携教育の推進（各中学校ブロックでの「シームレス学園構   

想」から「特色あるシームレス教育」の確立へ） 

・ 様々な体験活動の工夫による生涯の「学びの基礎づくり」としての幼児教育の

充実 

（幼稚園再編計画による平成 27年度からの市内 3園体制・3歳児保育・3年保育） 

・ 個に応じた指導の充実による基礎的・基本的な指導の充実 

・ 児童生徒の発達段階を踏まえた校種間連携や家庭との連携による基本的生活習

慣や家庭学習習慣の定着 

・ 個別指導やグループ別指導、繰り返し指導、学習内容の習熟の程度に応じた指

導など、「子どものための京都式少人数教育」を活用した指導方法や組織的な指導

体制の工夫による学力の充実・向上と自ら学ぶ意欲の育成 

・ 互いの考えを伝え合い、自分の考えを発展させるなど言語活動を重視した、各

教科等の学習活動の充実や活用する力の育成 

・ ともに学び合い、望ましい人間関係の育成を図る学級経営の充実 

・ 学校図書館の機能充実による主体的な学習活動や読書活動を通じた創造力・表

現力の育成 

・ 一部教科担任制の導入（小学校５・6年）、乗り入れ授業の充実（小中連携） 

・ アクティブ・ラーニング＊の積極的な活用 

・ 「何を学ぶか」「どのように学ぶか」「何ができるようになるか」の視点を重視 

 

（２） 一人一人を大切にし、個性や能力を伸ばす教育の推進 

・ 自己の特性に気付かせ、より豊かに自己を生かそうとする能力や態度の育成 

・ 望ましい職業観や勤労観を身に付けさせ、社会人としての基礎的資質・能力の

育成を図るキャリア教育の推進 

・ 障害に対する理解と発達障害を含む障害のある幼児児童生徒への指導支援 

（インクルーシブ教育システム＊の構築・合理的配慮＊をキーワードに） 

・ 自己実現や社会参加をめざした就学前から就労に至るまでの一貫した特別支援
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教育の推進 

・ 小規模校及び複式形態の特性を生かした教育活動の推進 

・ 経済的に困難な状況にある子どもへの支援の充実 

・ 21世紀型能力＊をはぐくむ視点を踏まえた教育課程の構造化（基礎力・思考力・

実践力の育成） 

   

（３） 豊かな人間性と社会性を育てる教育の推進 

・ 道徳教育推進教師を中心とした校内体制の充実と道徳の時間（「特別の教科 道

徳」）を要とし、教育活動全体を通じた適切な指導と評価 

・ 児童生徒の心に響く、豊かな体験活動を生かした多様な指導 

・ 郷土の自然、歴史、先人などに関する体験的な学習の重視と郷土及び我が国の

文化や伝統を尊重し、地域の将来を担う人材の育成 

・ きめ細かな幼児・児童・生徒の生活実態の把握や内面理解のもと、生命や人権

の尊重を基盤とした判断力と実践力の育成 

・ 同和教育の成果と手法への評価を踏まえ、自他を尊重し、主体的に行動・実践

する人権教育の推進 

・ 目的を持たせ、自ら学校生活を充実しようとする積極的な生徒指導の推進 

・ 学校・園生活全体を通して、集団生活や社会のきまりを守ることの大切さなど

規範意識を育てる指導の推進 

・ 京都式「ふるまいの教育」（法やルールに関する教育）の推進 

・ 組織的な教育相談活動など校内指導体制の充実と適応指導教室「けやき広場」

等関係機関との連携による不登校の未然防止に向けた積極的な取組の推進 

・ いじめ・暴力行為の未然防止のための日常的な児童生徒への声かけや学級経営

の工夫改善、情報の共有と迅速で組織的な対応、警察等の関係機関との連携によ

る解決に向けた取組の推進 

・ 地域とともにある学校づくりのため学校運営協議会制度を活用したコミュニテ

ィ・スクール＊の導入促進 

・ 人との関わりやつながりを体験的に学ぶことを通して、人への思いやり、命を

大切にする心や実践力、コミュニケーション能力の育成の重視 

（教育課程の特例等を活用した小中の異年齢活動、園児や幼児・高齢者・障害

のある人・地域社会・事業所などとの多様な交流活動の推進） 

・ 「義務教育学校＊」及び「小中一貫型小学校・中学校(仮称)＊」における小中一

貫教育を目的とした独自教科の創設 

 

（４） 健やかな体を育てる教育の推進 

・ 2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催を踏まえ、豊かで楽しい運動

経験を通した体力づくりなど体力・運動能力の向上や体育・スポーツ活動、芸術

文化活動の活性化を図る様々な取組の充実 

・ 心身の健康保持増進と安全で衛生的な環境づくりを推進するための保健学習と

保健指導の充実 

・ 食に関する指導計画に基づく教科横断的な指導の充実 

・ 防災教育の指導を通して危険予測・回避能力を高め、自ら安全な生活を営ませ
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るための安全教育と安全管理の充実 

・ 家庭・地域社会・関係機関との連携や学校・園独自の「危険等発生時対処要領」

の検証と改善による幼児・児童・生徒の安全確保の徹底と危機管理体制の強化 

 

（５） 社会の変化や現代的課題に対応する教育の推進 

・ 環境問題やエネルギー問題、地域社会への関心を高め、持続可能な社会をめざ

す実践的な教育（ＥＳＤ等）の充実 

・ 情報モラルの育成を基盤としたコンピュータや情報通信ネットワークなどの情

報手段の活用力を高める指導の充実 

・ コンピュータルームでのＩＣＴ教育からタブレット端末等を活用したよりアク

ティブなＩＣＴ教育への転換 

・ 国際社会に生きる日本人としての自覚を育て、外国の人々とのコミュニケーシ

ョン能力や異文化を理解・尊重する態度の育成を図るための多様な学習の充実に

よるグローバル人材の育成 

・ 外国語活動や英語教育の充実による義務教育終了時、英検３級（中学卒業程度）

～５級（中学初級程度）以上の英語力の育成 

・ 「学校」をプラットホームとした子どもの貧困対策の推進 

・ 社会的自立と社会参画意識（主権者教育）の基礎をはぐくむ教育の推進 

 

（６） 魅力ある学校・園・学園づくりと教職員の資質能力の向上 

・ 校・園長のリーダーシップの下、教職員や多様な人材の専門性を生かし、複雑

な学校課題の解決に取り組む、「チーム学校」としての組織的な指導体制の整備 

・ 幼児・児童・生徒の実態把握と分析による課題解決のための校内研修の充実 

・ 生活や学習に関する保育所・幼稚園と小学校、小学校と中学校、それぞれの接

続期の指導の工夫 

・ 保幼小中合同の授業研究・研修会の実施による指導方法の連続性の確保と目標

や指導計画の見直しと改善による中学校ブロックでの保幼小中一貫・連携教育「特

色あるシームレス教育」の推進 

・ 中堅教職員を核とした若手教職員の人材育成のための勤務校研修の充実 

・ 教職員評価制度や学校評価制度を活用した指導力の向上と開かれた学校づくり

の推進 

・ 今日的な教育課題について研究し、その成果を本市教育に反映させる中堅教員

の研究組織「プロジェクト F」による人材育成 

・ 本市教育委員会並びに学校教育振興会、京都府教育委員会、京都府総合教育セ

ンター等が実施する研修会などの公的研修会への主体的な参加と研修成果の波及 

・ 従来の中学校区ごとの小中一貫・連携教育に対する意識の高揚を図り、「中学校

ブロック」の共通の小中一貫・連携教育目標とめざす子ども像の確立 

・ 制度化された小中一貫教育を行うことを目的とする「義務教育学校＊」及び「小

中一貫型小学校・中学校（仮称）＊」の設置 

・ 「義務教育学校＊」及び「小中一貫型小学校・中学校（仮称）＊」における小中

一貫教育の実施による様々な成果や効果の積極的な普及 
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第３ 学校の小（過小）規模化と学級の少人数化の状況と課題 

 

１ 小（過小）規模化と学級の少人数化の状況 

 

   文部科学省の平成 27 年度学校基本調査によると、全国の小学校の在籍者数は、654

万 3 千人で前年度より 5 万 7 千人の減少、また、中学校の在籍者数は、346 万 5 千人

で前年度より 3万 9千人減少で、いずれも過去最低を更新し、全国的にも少子化の流れ

をたどっています。 

本市における児童生徒数の第２次ピークは、小学校で昭和 57 年の 7,749 人、中学校

で昭和 61年の 3,925人となっています。平成 27年度の本市の児童生徒数と比較してみ

ると、平成27年度の小学校の児童数は4,319人で第２次ピーク時と比較すると約55.7％

（3,430人減少）となっています。また、平成 27年度の中学校の生徒数は 2,186人で第

２次ピーク時と比較すると約 55.7％（1,739人減少）となっており、児童生徒数ともに

第２次ピーク時の約 56％となっています。【資料５】 

   本市の平成 27 年から平成 33 年までの児童生徒数の推移をみると、小学校の児童数

は 166人の増加、中学校の生徒数は 45人の減少で、児童生徒数をあわせると 121人の

増加となります。全体的には、年毎に微かな増減を繰り返し、横ばい傾向となっていま

す。 

   本市の平成 27年度の児童生徒数の状況は、学校教育改革推進プログラムの前期計画

であげた児童生徒数の状況（平成 23年度）と比較しても小学校の児童数で 292人、中

学校の生徒数で 85人減少しています。 

   平成 27年度の複式学級設置校（※京都府基準）は、小学校で 7校（天津小学校、中

六人部小学校、金谷小学校、佐賀小学校、菟原小学校、美鈴小学校、有仁小学校）で、

中学校の複式学級の設置校は、ありません。平成 33 年度に複式学級設置が見込まれる

小学校は、平成 27年度の複式学級設置校に上六人部小学校と細見小学校を加えた 9校

となっています。また、平成 27 年度の上六人部小学校と金谷小学校は、在籍児童のい

ない学年（欠学年）がそれぞれ 1 学年あります。（上六人部小学校は第 2 学年、金谷小

学校は第 3学年）【資料 6】    

なお、平成 27年度学校基本調査によると、京都府内の公立小学校数（京都市を含む）

は 391 校（分校 4 校を含む）で、複式学級は 29 学級設置されており、その内、福知山

市の小学校数は 22 校で、複式学級は 7 学級設置されています。府内に占める本市の複

式学級の割合は、約 24％にあたり、府内の複式学級の約 1／4が福知山市にあるといえ

ます。この割合は、府内の市町村の中でも高い割合となっています。 

   平成27年度の本市の市立学校の1校あたりの平均児童生徒数は、小学校が約196人、

中学校が約 243人であり、平成 26年度の府内公立学校（京都市立学校を除く）と比較

すると平均児童数は府の約 70％（府約 281人）、平均生徒数は府の約 73％（府 331人）

となっています。前期計画で提示した数と比較すると、平均生徒数は大きな変化はあり

ませんが、平均児童数は 5名増えており、学校再編での小学校数の減少によるものと考

えられます。しかし、府内公立学校と比較しても依然として平均児童数が少なく、児童

数に対して学校数が多いということが要因といえます。【資料 7】 
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   平成 27 年度現在では、＊１～5 学級の複式学級や欠学年が存在する規模（再編対象

規模）の学校が 8 校、＊6 学級のクラス替えができない規模（各学年単学級）が 6 校、

＊12学級以上の標準的な規模の学校が 8校となっています。今後、１～5学級の複式学

級や欠学年が存在する規模の学校では、さらに児童数の減少は進み、6学級のクラス替

えができない規模の学校及び 12 学級以上の標準的な規模の学校の一部も児童数が減少

する見込みであり、市の周辺部の学校での減少が顕著であるといえます。【資料 8】 

一方、学校別に現在の児童生徒数と平成 33年度の児童生徒数を比較すると、10名以

上増加する見通しとなっている小学校は、惇明小学校（118名）、昭和小学校（103名）、

遷喬小学校（94 名）、大正小学校（48 名）、雀部小学校（14 名）の５校で、中学校は、

南陵中学校（91 名）のみとなっており、市の中心部の小・中学校という傾向です。【資

料９】 

各校における学校の規模は、将来的に大きな変容は認められず、1～5学級の規模、６

学級の規模、12学級以上の規模の 3極固定化の傾向が続く見込みとなっています。 

（＊ 学級数には、特別支援学級を含まない。） 

 

※ 学級編制と複式学級 

   複式学級は、児童生徒が著しく少ないため 2学年を一つにした学級。国の「公立義務

教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」では、2 学年あわせて 16

人以下（小学 1年生を含む場合や中学校の場合は 8人）になった場合は、複式学級とな

る標準的な基準（国基準）を定めています。京都府教育委員会は、この人数を 12 人以

下（小学 1年生を含む場合は 4人）としている。また、「児童数が 25人以上の学校は、

2個学年で編制する学級数を１とする。」、「児童数が 24人以下の学校は、2個学年で編

制する学級数を 2以下とする。」など人数の緩和措置（府基準）を実施している。 

 

複式学級編制の実施例（京都府基準） 

1年 2年 3年 4年 5年 6年 合計 1年 2年 3年 4年 5年 6年 合計

H27 3 7 6 7 5 6 34 1 1 1 1 5

H28 4 3 7 6 7 5 32 1 1 1 1 5
H29 3 4 3 7 6 7 30 1 1 1 1 5
H30 5 3 4 3 7 6 28 1 1 1 1 5

H31 4 5 3 4 3 7 26 1 1 1 1 5
H32 4 4 5 3 4 3 23 1 1 4
H33 2 4 4 5 3 4 22 1 1 4

1

1
1 1

1 1

1

 
児童数 学級数

1

1
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２ 学校の役割と学校の小（過小）規模化に伴う課題 

 

学校は、児童生徒の基礎・基本の定着や活用する力の育成、学習意欲の向上など「質

の高い学力（知）」、人を思いやり、尊重する心の育成や豊かな感性・情緒の育成、規範

意識やコミュニケーション能力等を高めることによる社会性の育成など「豊かな人間性

（徳）」、体力の向上や健やかな身体の育成など「たくましく健やかな身体（体）」をは

ぐくむ場です。また、学校教育の実施にあたっては、前期計画でも述べているとおり、

大きく二つの場面で構成されています。一つ目は、教員が児童生徒をその発達段階に応

じて「教える場面」、二つ目は、児童生徒が互いに切磋琢磨しながら「学び合い、育ち

合う場面」です。 

平成 27年 1月 27日に文部科学省より示された「公立小・中学校の適正規模・適正配

置等に関する手引」では、小規模校を存続させる場合や学校統合を選択しない場合の方

策にも触れていますが、同時に学級数や児童生徒数が少ないことや教職員数が少なくな

ることによる学校運営上の課題をあげ、児童生徒に影響を与える可能性について以下の

９点を示しています。 

 

① 集団の中で自己主張をしたり、他者を尊重する経験を積んだりしにくく、社会

性やコミュニケーション能力が身に付きにくい。 

② 児童生徒の人間関係や相互の評価が固定化しやすい。  

③ 協働的な学びの実現が困難となる。 

④ 教員それぞれの専門性を生かした教育を受けられない可能性がある。 

⑤ 切磋琢磨する環境の中で意欲や成長が引き出されにくい。 

⑥ 教員への依存心が強まる可能性がある。 

⑦ 進学等の際に大きな集団への適応に困難を来す可能性がある。 

⑧ 多様な物の見方や考え方、表現の仕方に触れることが難しい。 

⑨ 多様な活躍の機会がなく、多面的な評価の中で個性を伸ばすことが難しい。 

 

このように、学級数や児童生徒数、教職員数が少ない学校では、学校運営上の課題が

児童生徒に影響を与えることがあり、学校の役割である「知・徳・体」をはぐくみ、「生

きる力」を育成するためには、一定の集団の中で児童生徒が互いに切磋琢磨しながら「学

び合い、育ち合う」ことが必要となると考えられます。児童生徒は、多様な人間関係の

中で他者と折り合ったり協調したりすることをとおして「生きる力」を身に付けていき

ます。 

上述のような学級数や児童生徒数、教職員数が少ない学校の課題を解消するためには、

前期計画にもあるように、今後も引き続き、学校の規模を一定の大きさに再編する必要

があると考えます。 
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第４ 学校の適正規模・適正配置における市立学校の再編 【後期計画】 

 

１ 市立学校再編の基本的な考え方 

   

  複式学級を設置している学校は、平成 2７年度 5月現在、府基準による学級編制で７校

（在籍児童のいない学年がある学校が２校）あり、平成 33年度には、9校になる見込み

です。（平成 26年度末で複複式学級設置校であった川合小学校と三岳小学校の 2校が閉

校）平成 33年度の複式学級設置校 9校のうち、複複式学級の設置が、4校になることが

見込まれます。 

  後期計画では、前期計画で示した基本方針や市立学校の現状と今後の推移を踏まえ、加

速する児童数の減少と学校の小規模化に対応する教育環境の改善を早期に図ることとし、

保護者と地域住民の理解と協力を得ながら、教育の機会均等の確保と教育効果を高めるた

めに、平成 32年度までを目標に、できるだけ早期に学校再編を進めます。 

学校再編は、統廃合を基本に進め、複式学級の解消を念頭に検討します。小学校は、基

本的に現在の中学校区単位での統廃合を原則としますが、地理的条件等に応じて統合相手

校を総合的に検討し、中学校は、今後の生徒数の推移を見守ります。児童生徒数の将来推

計も要因に統合を検討します。 

 

後期計画における基本的な再編の進め方は、 

① 子どもたちの成長を考えるとできるだけ早い対応が必要なこと 

② まずは、保護者の理解を得た上で、地域住民の理解と協力を得て進めること 

の視点を踏まえ、要望のある地域の学校から進めることとします。 

 

（１） 再編のための検討手順 

①  学校の沿革及び学区の概況（学校の歴史、児童生徒数推移、小学校と中学校の

学区の関係、地域の状況）、小中学校の接続関係 

②  現在の学校のままでの児童生徒数、学級数の将来推計 

③  隣接校も含めた児童生徒数、学級数の将来推計 

④  隣接校との地理的状況、通学上の安全性、通学手段、その他特記事項 

 

（２） 手法の検討 

ア 対象校の将来推計 

複式学級の解消が課題であるため、対象の学校は推進の時点または将来的に複

式学級がある学校とします。 

イ 隣接校の学校規模 

当該隣接校が、適正規模を満たしているか、あるいは適正規模の許容範囲を上

回る規模かを将来にわたって把握し検討します。 

ウ 通学距離 

統合後に通学することになる学校の通学距離は小学校４ｋｍ、中学校６ｋｍ以

内が適切ですが、それを超える場合であっても、公共交通機関やスクールバスを
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利用することが可能と考えられる場合には、児童生徒の負担を考慮しながら検討

します。また、徒歩あるいは公共交通機関やスクールバスを利用した場合におい

ても、所要時間は１時間程度を目安とします。 

 

（３） 相手校の検討 

ア 相手校検討の順位 

隣接校が複数存在し、その中に適正規模もしくは望ましい規模未満の学校があ

る場合には、まず、その学校との統廃合による適正規模確保の可能性を検討し、

次に適正規模の基準を満たす学校との統廃合について検討します。 

イ 統合後の学校規模 

統合後の学級数については、小学校６学級以上、中学校３学級以上を満たし、

かつ、２５学級以上の大規模校とならないよう検討します。さらに、教育効果の

視点から、２０人程度で構成する学級集団を弾力的な目安とし、将来的にも各学

年に１学級以上のある学校を確保できるよう検討します。 

ウ 地理的接続状況、通学上の安全性 

隣接校との道路との接続状況については、安全面や児童生徒の負担などに大き

な問題がないということを前提に検討します。通学距離や利便性、地形の状況な

どを勘案し、もっとも条件がよいと思われる学校を総合的に判断します。地域コ

ミュニティや学校及び地域の歴史・文化等の要素も含みます。 

 

（４） 通学支援 

通学距離が、小学校は概ね４ｋｍを超える場合には、公共交通機関の利用やスク

ールバスなどによる通学など負担軽減を図る支援等について検討します。 

なお、文部科学省の「公立小中学校の適正規模・適正配置に関する手引」では、

スクールバスなどの交通機関の利用を前提に、通学時間を 1時間程度とし、本市の

学校教育改革推進プログラム前期計画と同様の基準を打ち出しています。 

 

（５） 学校跡地利用 

学校統廃合による跡地は、地域づくりの貴重な資源として、「福知山市公共施設

マネジメント実施計画」に基づき、活用方法が多角的に検討されることになりま

す。 

 

（６） その他の留意事項 

ア 自治会の区域との関係 

イ 学区の分割による適正規模の確保 

中学校区の学校を原則としますが、地理的条件等に応じて統合相手校を総合的に検

討します。 
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２ 学校再編等に係る後期の実施計画 

 

（１） 計画期間  

 平成２８年度から平成３２年度の５年間を目標に進めます。 

 

 （２） 小学校における再編対象 

    ア 複式学級が設置される学校を対象として複式学級を解消し、各学年に単学級を

確保します。 

    イ その上で単学級が確保されたとしても、一定の学級規模（２０人程度）を確保

することにより、学級内での学び合いを高めることをねらいとします。 

    ウ 市内小学校を全校で現在の２２校から１４校（複式学級の解消）～１６校（京

都府並の１校当たりの平均児童数）を目途に再編します。 

  

天津小学校（※）

上六人部小学校

中六人部小学校（※）

金谷小学校（※）

佐賀小学校（※）

菟原小学校

細見小学校

美鈴小学校（※）

有仁小学校

平成３３年度までに複式学級
の設置が見込まれる学校
（※複複式学級設置校など４
学級以下の学校）

再編が考えられる相手校

中学校区の小学校

修斉小学校 成和中学校区

中六人部小学校
下六人部小学校

六人部中学校区

上六人部小学校
下六人部小学校

六人部中学校区

上川口小学校 川口中学校区

美河小学校
有仁小学校

大江中学校区

美河小学校
美鈴小学校

大江中学校区

遷喬小学校
成仁小学校

日新中学校区

細見小学校 三和中学校区

菟原小学校 三和中学校区

   

（３） 中学校における再編対象 

     現在推計が可能な平成３８年までに複式学級が設置される学校はありません。し

かし、三和中学校においては、平成２９年度入学の生徒数が１０名以下となること

が現時点で推測され、教育活動に影響を及ぼすことが懸念されます。 

 

（４） 小中一貫校「義務教育学校＊」の推進   

夜久野学園で培った教育活動の成果を生かし、平成２８年度から施行される「義

務教育学校＊」の制度化に応じて、保護者や地域の理解と協力のもと、学校規模や

地域的要件が適している、三和地域、大江地域の小・中学校を統合し、「義務教育

学校＊」（仮称 三和学園・大江学園）の設立をめざします。 
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 （５） 安心安全な学習環境の確保 

     児童生徒が安心安全に学ぶことができる学校の立地条件の整備を優先課題とし、

校舎の移転や学校の統廃合によるよりよい学習環境を確保します。 

     （土砂災害危険区域への指定、校舎の老朽化 等） 

 

（６） コミュニティ・スクール＊の推進 

     学校運営に関して、教育委員会及び校長の権限と責任の下、保護者及び地域住民

の学校運営への参画の促進や連携強化を進めることにより、学校と保護者、地域住

民等と信頼関係を深め、一体となって学校運営の改善や児童生徒の健全育成に取り

組むため、学校運営協議会を設置し、社会総がかりでの教育の実現に向けたコミュ

ニティ・スクール＊（学校運営協議会制度）の導入を進めます。 

 

 （７） 再編対象校の柔軟かつ総合的な検討 

学校統合の中学校単位の原則を状況に応じて見直し、相手校を総合的に判断し

ます。 

      

 （８） 小規模校の児童生徒への教育の充実 

     教育の機会均等を確保する観点から、文部科学省の「公立小中学校の適正規模・

適正配置等に関する手引」にある例を参酌しながら、小規模校のメリット（少人数

を生かした指導の充実や特色あるカリキュラムの編成等）を最大限に生かすととも

に、小規模校のデメリットを緩和する方策（社会性の涵養や多様な考えに触れる機

会の確保、切磋琢磨する態度や向上心を高める方策等）を講じます。 
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第５ 長期的な視野に立った福知山市の学校のあり方の検討 

 

１ 新たな諮問機関「第２次福知山市学校教育審議会」の立ち上げ 

 

この「後期計画」は、平成２８年度から平成３２年度までの５年間を見通した計画で

す。その後のさらなる少子化など長期的な展望において、学校規模の状況や児童生徒数

の将来推移、後期計画の進捗状況などを踏まえ、本市の学校教育のあり方や新たな再編

計画を検討することが必要となります。そのための諮問機関として、平成３１年度に「第

２次福知山市学校教育審議会」を立ち上げ、本市の学校教育のあり方や新たな再編計画

について、継続した検討を行います。 

新たな視点として、全市的な小・中学校の通学区域の見直し、学校施設と公共施設を

複合化した将来的な学校施設のあり方、平成３３年度以降の新たな市立学校再編を計画

する際、通学区域制度を弾力的に運用し、新たな学校の種類である「義務教育学校＊」

での小中一貫教育を希望する児童生徒について、区域外からの就学を認める「小中一貫

特認校制度」や、地域と連携した特色ある教育活動を進め、区域外からの就学を認める

「小規模特認校制度」の導入等、様々な可能性を検討します。 

 

※ 特認校制度とは… 

従来の通学区域は残したままで、特定の学校について、通学区域に関係なく、当該

市町村内のどこからでも選択を認めるもの。 

 

「小中一貫特認校制度」 

 「義務教育学校＊」は、小中一貫・連携教育推進におけるモデル校であり、特色あ

る小中一貫教育を展開していることから、そこで学びたい、学ばせたいという児童・

生徒や保護者に、一定の条件のもと、入学・転入学を認める制度 

 

「小規模特認校制度」 

 人口動態、少子化等に伴い、児童生徒数が著しく減少する小中学校において、歴史

的な経緯、学校の特色、児童の適正等により小規模校の特性を生かした教育を希望す

る保護者の児童に、一定の条件のもと、特例措置として通学区以外からの入学・転入

学を認め、学校規模の適正化及び受入校の活性化を図る制度 
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【用語解説】 

 

○ 小１プロブレム 

入学したばかりの１年生で、「集団行動がとれない」、「授業中座っていられない」、「話を

聞かない」など学校生活になじめない状態が継続すること。 

 

○ 中１ギャップ 

 児童が、小学生から中学校への進学において、新しい環境での学習や生活へうまく適応で

きず、不登校や問題行動等につながっていく事態。（明確な定義はない） 

中学生になると「授業の理解度」「学校の楽しさ」「教科や活動の時間の好き嫌い」につい

て肯定的回答をする生徒の割合が下がり、「学習上の悩み」として「上手な勉強の仕方がわ

からない」と回答する数や暴力行為の加害者数、いじめの認知件数、不登校者数が中学 1

年生になったときに大幅に増える傾向があること。 

 

○ 義務教育学校 

 学校教育制度の多様化及び弾力化を推進するため、現行の小・中学校に加え、学校教育法

の改正により制度化された、小学校から中学校までの義務教育を一貫して行う新たな学校の

種類。 

心身の発達に応じて、義務教育として行われる普通教育について、基礎的なものから一貫

して施すことを目的とし、修業年限を９年間（ただし、小学校と中学校の学習指導要領を準

用するため、前半６年と後半３年の課程の区分は確保）として、９年間の教育目標の設定と

９年間の系統性を確保した教育課程の編成を行う。 

設置者の判断により、小・中学校の学習指導要領を準用した上で、一貫教育の実施に必要

な教育課程の特例を創設することができ、一貫教育の軸となる新教科創設、指導事項の学

年・学校段階間の入れ替えや移行が可能となる。 

１人の校長で、一つの教職員組織とするが、統括担当の副校長または教頭を１人配置し、

教職員定数は、小学校の定数と中学校の定数の合計数と同じくする。 

 教員は小・中両免許を併有することを原則とするが、当面は小学校免許状で小学校課程、

中学校免許状で中学校課程を指導可能としつつ、免許状の併有を促進する。 

 施設の一体・分離を問わず設置が可能。 

 

○ コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度） 

 学校運営協議会（地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４７条の５）を設置してい

る学校。教育委員会が、学校や地域の実情に応じて学校運営協議会を置く学校を指定する。 

学校運営協議会は、学校運営に関して教育委員会及び校長（園長）の権限の下、保護者及

び地域住民の学校運営への参画の促進や連携強化を進めることにより、学校と保護者、地域

住民と信頼関係を深め、一体となって学校運営の改善や幼児、児童生徒の健全育成に取り組

む。 

主な役割として、「教育課程の編成に関すること」「学校経営計画に関すること」「学校予

算の執行に関すること」「その他、校長が必要と認めること」について協議会の承認を得る

ものとしている。（福知山市学校運営協議会規則） 
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○ アクティブ・ラーニング 

主体的・協働的な学び。教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、学修者の能動

的な学修への参加を取り入れた教授・学習法の総称。学修者が能動的に学修することによっ

て、認知的、倫理的、社会的能力、教養、知識、経験を含めた汎用的能力の育成を図る。発

見学習、問題解決学習、体験学習、調査学習等が含まれるが、教室内でのグループ・ディス

カッション、ディベート、グループ・ワーク等も有効なアクティブ・ラーニングの方法であ

る。 

 

○ インクルーシブ教育システム 

人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで

発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下、障害のある者と

障害のない者が共に学ぶ仕組み。障害のある者が教育制度一般から排除されないこと、自己

の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられること、個人に必要な「合理的配慮」

が提供される等が必要とされている。（障害者の権利に関する条約第 24条） 

 

○ 合理的配慮 

障害者が他の者と平等にすべての人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保

するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とされるもので

あり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないもの。（障害者の権利に関する条約第

2条） 

 

○ 21世紀型能力 

 「21世紀を生き抜く力をもった市民」としての日本人に求められる能力であり、「基礎力」

「思考力」「実践力」から構成される。「生きる力」としての知・徳・体を構成する資質・能

力から、教科・領域横断的に学習することが求められる能力を資質・能力として抽出し、こ

れまで日本の学校教育が培ってきた資質・能力を踏まえつつ、それらを「基礎」「思考」「実

践」の観点で再構成した日本型資質・能力の枠組み。思考力を中核とし、それを支える基礎

力と、使い方を方向づける実践力の三層構造として、国立教育政策研究所がイメージを整理

した。 

・ 道具や身体を使う「基礎力」とは、言語や数量、情報などの記号や自らの身体を用い

て、世界を理解し、表現する力（言語スキル、数量スキル、情報スキル） 

・ 深く考える「思考力」とは、一人一人が自分の考えを持って他者と対話をし、考えを

比較吟味して統合し、よりよい答えや知識を創り出す力、さらに次の問いを見つけ、学

び続ける力（（問題解決・発見力、創造力、論理的・批判的思考力、メタ認知、適応的

学習力） 

・ 未来を創る「実践力」とは、生活や社会、環境の中に問題を見いだし、多様な他者と

の関係を築きながら答えを導き、自分の人生と社会を切り開いて、健やかで豊かな未来

を創る力（自律的活動力：自己、人間関係形成能力：他者・集団、社会参画力（持続可

能な未来づくりへの責任）：社会・命・自然） 
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○ 小中一貫型小学校・中学校（仮称） 

 独立した小・中学校が、義務教育学校に準じた形で一貫した教育を施すことができる。学

校の種類としては、通常の小学校と中学校にあたる。 

一般的な小中連携とは異なり、9年間の教育目標の明確化や当該教育目標に則した教科等

ごとの 9年間一貫した系統的な教育課程の編成・実施を要件とすることで、義務教育学校同

様、設置者の判断により、小・中学校の学習指導要領を準用した上で、一貫教育の実施に必

要な教育課程の特例を創設することができ、一貫教育の軸となる新教科創設、指導事項の学

年・学校段階間の入れ替えや移行が可能となる。 

 修業年限は、小・中学校と同じで、校長や教職員組織は学校ごとに置く。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


